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行革推進本部会議資料（資料２） 

 
平成３０年５月２２日 

ページ 現行 修正後 備考 

５ 【退職手当支給水準の引下げ】 

時期 調整率 

平成２５年７月１日より前 １０４／１００ 

平成２５年７月１日から 

平成２６年３月３１日 
９８／１００ 

平成２６年４月１日から 

平成２７年３月３１日 
９２／１００ 

平成２７年４月１日以降 ８７／１００ 
 

【退職手当支給水準の引下げ】 

時期 調整率 

平成２５年７月１日より前 １０４／１００ 

平成２５年７月１日から 

平成２６年３月３１日 
９８／１００ 

平成２６年４月１日から 

平成２７年３月３１日 
９２／１００ 

平成２７年４月１日から 

平成３０年３月３０日 
８７／１００ 

平成３０年３月３１日 ８５．３５／１００ 

平成３０年４月１日以降 ８３．７／１００ 
 

平成３０年３月の堺市職

員退職手当支給条例の一

部改正に伴い、修正するも

の 

８ （元市職員・現市職員関係） 

種別 
平成２１年度（人） 
（うち解散団体） 

平成２８年
度（人） 

役員 
元市職員 ３４（８） ２４ 

現市職員 ６４（１８） ７ 

職員 
市ＯＢ職員 １４１（５２） ５１ 

市派遣職員 ７４（１４） ３９ 
 

（元市職員・現市職員関係） 

種別 
平成２１年度（人） 
（うち解散団体） 

平成２９年
度（人） 

役員 
元市職員 ３４（８） ２２ 

現市職員 ６４（１８） ７ 

職員 
市ＯＢ職員 １４１（５２） ４４ 

市派遣職員 ７４（１４） ４１ 
 

表記を統一するもの 
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行革推進本部会議資料（資料２） 

 
平成３０年５月２２日 

ページ 現行 修正後 備考 

８ （元市職員の外郭団体役員報酬基準額） 

 以下のとおり、他の政令指定都市と比較しても最も

低い水準で基準額を設定しています。 

 
基準額 
［年額］ 

限度額 
［年額］ 

理事長 
副理事長 

４，２７０，８００円 

（４，３３４，４００円） 

５，５１４，０００円 

（５，５９６，８００円） 

専務理事 
常務理事 

４，０９２，０００円 

（４，１５４，４００円） 

５，２８３，６００円 

（５，３６４，０００円） 

※かっこ書きは、平成２６年度以前の退職者 

※平成２９年４月現在 

（元市職員の外郭団体役員報酬基準額） 

 以下のとおり、他の政令指定都市と比較しても最も

低い水準で基準額を設定しています。 

 
基準額 
［年額］ 

限度額 
［年額］ 

理事長 
副理事長 

４，２９１，２００円 

（４，３５０，０００円） 

５，５４０，４００円 

（５，６１６，０００円） 

専務理事 
常務理事 

４，１１２，４００円 

（４，１６８，８００円） 

５，３１０，０００円 

（５，３８２，０００円） 

※かっこ書きは、平成２６年度以前の退職者 

※平成３０年４月現在 

平成３０年３月に基準

額・限度額が改正（平成２

９年４月から適用）された

ことに伴い、修正するもの 

１２ 

３５ 

５４ 

社会保障関連費 社会保障関係費 一般的な表現に改めるも

の 

１３ （注）「中長期財政収支見込（一般会計）について（平

成 28年度から 37年度））」より作成 

（注）「中長期財政収支見込（一般会計）について（平

成 28年度から 37年度）」より作成 

誤字を改めるもの 

２４ ⑥ 区民評議会の答申・提言を反映した施策・事業の

実施 【各区役所企画総務課】 

⑥ 区民評議会の答申・提言を反映した施策・事業の

実施 【各区役所企画総務課、市民人権総務課】 

「堺市区民評議会条例」を

所掌する市民人権総務課

も所管課として追記する

もの 

４９ 団体の更なる会員増強と就業拡大を図るための新

規事業への参入、調査研究を促進することで、自主財

源の確保につなげ、安定的な経営基盤を目指す。 

団体の更なる会員増強と就業拡大を図るための新

規事業への参入、調査研究を促進することで、自主財

源の確保につなげ、安定的な経営基盤をめざす。 

表記を統一するもの 
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行革推進本部会議資料（資料２） 

 
平成３０年５月２２日 

ページ 現行 修正後 備考 

５９ 〔目標〕 

・平成３０年度以降 原池公園に整備する野球場での

新たな歳入確保の導入 

〔目標〕 

・平成３０年度以降 原池公園に整備する野球場での

新たな歳入確保策の導入 

脱字を改めるもの 

５９ 〔行革効果額〕 

・平成３０年度：２３百万円 

・平成３１年度：３６百万円 

・平成３２年度：４８百万円 

〔行革効果額〕 

・平成３０年度：２４百万円 

・平成３１年度：３７百万円 

・平成３２年度：４９百万円 

平成３０年３月に議決さ

れた「第７期介護保険事業

計画」における介護保険料

に基づく行革効果額に修

正するもの 

６２ 「民でできることは民で」と多様な主体の協働のさら

なる推進 

「民でできることは民に」と多様な主体の協働のさら

なる推進 

表記を統一するもの 

 

 

 


